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親とのコミュニケーションが大人になってからの行動に影響
さらに、別の調査で、子ども時代の親とのコミュニケーションの体験と成人後の仕事に関する

能力の関係を見てみよう。

子ども時代に「親と将来のことについて話すこと」、「家事の手伝いをすること」など、親との

コミュニケーションをよく体験した人ほど、成人になってから「自分の考えを分かりやすく説明

すること」、「自分の感情を上手にコントロールすること」、「自分から率先して行動すること」と

いった仕事に関する能力について、それぞれ「できている」と回答する人11が「できていない」

と回答する人よりも割合が高くなっている（第１－２－９図）。

このように、子ども時代において親と豊富な会話を持つことや一緒に体験することを通じての

コミュニケーションは、子どもの知的好奇心を育むだけでなく、大人になってからの行動にも少

なからず影響があることを示唆しており、その大切さを裏付けしているものと言えよう。

親とのコミュニケーションが大人になってからの行動に影響する 第１-２-９図 

子ども時代の親とのコミュニケーション頻度と成人後の仕事に関する能力の関係 

1．株式会社ベネッセコーポレーション「若者の仕事生活実態調査」(2006年）により作成。  
2．仕事に関する能力の自己評価と子ども時代の体験の割合を示したもの。  
3．各仕事の能力について「よくできている」「まあできている」は「YES」、「あまりできていない」「まったくでき
ていない」は「NO」とし、それぞれ「子ども時代に親と将来のことをたくさん話した経験のある人」の割合と
「子ども時代に家事手伝いをたくさん経験した人」の割合を示したもの。 

（備考） 

80706050403020100

子ども時代に親と将来のことをたくさん話した経験のある人の割合 

子ども時代に家事手伝いをたくさん経験した人の割合 

（%） 

39.8

27.8

37.8

28.6

41.4

26.3

YES 

NO 

YES 

NO 

YES 

NO

80706050403020100
（%） 

70.1

54.6

66.9

56.2

69.4

55.4

YES 

NO 

YES 

NO 

YES 

NO

自分の考えを分かり 
やすく説 明できる 

自分の感情を上手に 
コントロールできる 

自分から率先して  
行 動 す る こ と 

自分の考えを分かり 
やすく説 明できる 

自分の感情を上手に 
コントロールできる 

自分から率先して  
行 動 す る こ と 

11 いずれも｢自己評価｣であることに留意が必要である。
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3．子育て負担の偏り

前節で、家族行動の個別化により、特に父親が家にいない、あるいは、親世代と子ども世代が

別居するなどにより、家族のつながりが弱まっている点を指摘してきたが、このような家族のつ

ながりの弱まりからは、子育て負担が母親に集中しがちになり、ひいては家族の子育て機能を阻

害している可能性がある。以下では家族のつながりの弱まりが子育て機能に与えた影響を見てい

こう。

母親に子育て負担は集中している
まず、実際にどの程度、母親に子育てが集中しているのか、その現状を見てみよう。

子育てにおける母親と父親の分担の割合について、実態を母親に尋ねた結果を見ると、｢妻

８：夫２｣と回答した人の割合が29.3％と最も高く、続いて「妻９：夫１」（29.1％）、「妻７：夫３」

（21.3％）となっているなど、子育てが女性に偏っていることが分かる（第１－２－10図）。

しかし、母親に対して本来期待している子育ての役割分担について尋ねたところ、「妻６：夫

４」と回答する人の割合が40.0％、次いで「妻７：夫３」（32.0％）、「妻５：夫５」（17.3％）と実

態とは異なる結果となった。

こうしたことから、母親は子育てについて、父親により多くの役割分担を期待しているものの、

現実は母親に負担が偏っていることが見て取れる。

夫の家事・育児分担は妻の出産意欲に関係する
このように子育てについては、母親に負担が集中しているが、この結果として母親の身体的・

精神的負担が大きくなり、これが母親の出産意欲を低下させる要因の一つになっている可能性が

 
妻1：夫9 
妻2：夫8 
妻3：夫7 
妻4：夫6 
妻5：夫5 
妻6：夫4 
妻7：夫3 
妻8：夫2 
妻9：夫1 
妻10：夫0 
無回答 

子育て負担は母親に偏っている 第１-２-10図 

1．財団法人こども未来財団「子育てに関する意識調査」（2004年）により作成。  
2．「子育てに関する夫婦間の役割分担などについておうかがいします。（1）実態として、あなたとあなたの配
偶者・パートナーは、全体を10とした場合に、どの程度の割合で子育てに関する役割を分担していますか。
数字をご記入ください。（2）あなたの期待としては、あなたとあなたの配偶者・パートナーは、全体を10とし
た場合に、どの程度の割合で子育てに関する役割を分担していますか。数字をご記入ください。」という問
に対する回答者の割合。  

3．回答者は、子育て層の女性625人。 

（備考） 
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妻1：夫9 
妻2：夫8 
妻3：夫7 
妻4：夫6 
妻5：夫5 
妻6：夫4 
妻7：夫3 
妻8：夫2 
妻9：夫1 
妻10：夫0 
無回答 

妻0：夫10 
 

妻0：夫10 
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ある。

そこで、夫が家事や育児を分担し、妻の負担を軽減している場合には、妻の出産意欲が変わる

のかを見てみよう。まずは既に子どもがいる夫婦についてであるが、夫が家事・育児をしている

場合は、「さらに子どもが欲しい」との回答は44.2％であったのに対し、夫が家事・育児をしてい

ない場合は36.6％と割合が低くなっている（第１－２－11図）。一方、子どもがいない夫婦では、

夫が家事をしている場合は「子どもが欲しい」と回答した人の割合が65.9％であるのに対し、夫

が家事をしていない場合は64.8％とほとんど差が見られない。

子どものいる夫婦において、夫が家事をしていない場合と、夫が家事をしている場合と比較し

て、「さらに子どもが欲しい」と回答する割合が低くなっていることについては、一度子育てを

して夫の協力が得られない場合の子育ての大変さを妻が実感した結果であるとも解釈できる。ま

た子育てを経験していない場合は、夫の家事分担のいかんによって、「子どもが欲しい」と回答

する割合に差が見られないが、このことは、上記の解釈を踏まえれば、まだ夫が参加しない子育

ての大変さを実感していないためと考えられる。これらを勘案すると、育児負担が女性に偏る場

合、特に第二子以降の出産に影響する可能性があると言うことができよう。

2.4

夫が家事・育児を分担すると妻の子どもを持つ意欲は高まる 第１-２-11図 

夫の家事・育児分担の有無別にみた妻の子どもを持つ意欲 

夫が家事・育児を 
している 

夫が家事・育児を 
していない 

0 20 40 60 80 100
（％） 

絶対に欲しい 

さらに子どもが欲しい 

さらに子どもが欲しい 

欲しい あまり欲しくない 絶対に欲しくない 不詳 どちらとも言えない 

既に子どものいる夫婦 
44.2％ 

17.0

13.3 23.3 26.7 15.7 18.6

27.1 26.9 14.0 13.4

1.6

36.6％ 

2.2

夫が家事を 
している 

夫が家事を 
していない 

0 20 40 60 80 100
（％） 

子どもが欲しい 

子どもが欲しい 

子どものいない夫婦 
65.9％ 

32.5

30.7 34.1 18.3 8.7 6.1

33.3 19.5 8.8 3.6

2.2

64.8％ 

1．厚生労働省「第1回21世紀成年者縦断調査」（2002年）により作成。  
2．妻に対して、「あなたの配偶者は普段家事・育児を行っていますか。」、「子どもが（もう1人）欲しいと思いますか。
あてはまる番号1つに○をつけて下さい。」と尋ねたものである。  

3．端数処理の関係上、個別の項目の合計と「子どもが欲しい」割合が一致しないことがある。 
4．集計対象は、夫および妻の双方から回答を得られた夫婦5,207組である。 

（備考） 
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子育ては父親以外の協力・支援も必要である
母親の子育て負担が大きくなっている背景として、ここまでで見てきたように父親が仕事で忙

しく子育てや家事に協力が得られないことのほかに、親世代との同居率が低下していることから、

父親以外の同居家族の協力も得にくくなっていることも、少なからず影響していると考えられる。

子育てをしている人がその協力・支援が必要となった場合、誰に頼ることが多いのだろうか。

「子育てに手助けが必要になった場合、あなたは誰を頼るか」と尋ねた結果を見ると、「自分の親」

が78.0％、「配偶者の親」が38.1％と、夫婦いずれかの「親」と回答した人の割合が突出して高く

なっている（第１－２－12図）。そのほか、「公的な子育てサービス」（ファミリー・サポート・

センターなど）や「有料の子育て支援サービス」（ベビーシッターなど）などの外部サービス制

度、「友人」や「近所の知人」などの交友関係などを挙げる人もいるものの、その割合はおおむ

ね３割以下で「親」と比べるとはるかに小さい。

では、実際に子育てに対する周囲の協力・支援が得られると、子どもが生みやすいのだろうか。

そこで、夫婦の親と同居している場合と別居している場合の平均出生子ども数を比較して見ると、

同居している場合には平均出生子ども数が2.05人であるのに対し、別居している場合には1.69人と、

同居している場合の方が別居している場合より、子どもを生みやすいことを示唆する結果となっ

ている（第１－２－13図）。親と同居することにより、妻の身体的、精神的な負担が軽減される

ことが期待できることから、このような同居による子育て負担の軽減が、生まれる子どもの数に

も影響を及ぼしている可能性がある。

第１-２-12図 

（備考） １．  内閣府「国民生活選好度調査」（2005年）により作成。  
２． 「子育てに手助けが必要な場合、あなたは誰を頼りますか。次の中から当てはまるもの全てをお選びください。お
子さんがいない場合、もしいたらと仮定してお答えください。（○はいくつでも）」という問に対する回答者の割合。 

３．  選択肢はほかに、「その他」。 
４． 「有料の子育て支援サービス」とはベビーシッターなど、「公的な子育て支援サービス」とはファミリー・サポート・
センターなどを指す。 

５． 回答者は、全国の15歳以上80歳未満の男女であるが、ここでは15歳以上50歳未満で子どものいる女性586
人のみを集計。 
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第１-２-13図 親と同居している方が子どもの数が多い 

親と同居・別居による平均出生子ども数 

（人） 

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

１．  国立社会保障・人口問題研究所「第12回出生動向基本調査」（2002年）により作成。 
２．  数値は、同別居組合わせ別の子どもの人数から算出したもの。 
３． 同居は妻の両親と同居、夫の両親と同居、妻の母親と同居、夫の母親と同居、妻の父親と同居、夫の父親の同
居の数値の合計。 

４．  同別居組合わせのうち、両親死亡、不詳の数値、子どもの人数のうち、不明の数値は除いている。 

（備考） 

親と同居 

2.05

1.69
1.79

親と別居 平均 

第１-２-14表 子育てに対する社会の支援は不十分と感じている人が多い 

十分 不十分 

男女計 1.1

1.5

0.8

23.2

25.2

21.3

51.3

52.5

50.1

24.4

20.8

27.8

Aに近い ややAに近い Bに近い ややBに近い 

男　性 

女　性 

A B

（％） 

子育てへの地域や社会の支援 

１．  財団法人こども未来財団「子育てに関する意識調査」（2003年度）により作成。 
２． 「子どもを持つことや子育てについて、あなたはどのようにお考えですか。以下の各項目について、それぞれあては
まるもの1つずつお選び下さい。」のうち、「A：子育てへの地域や社会の支援は十分に行われている」、「B：子
育てへの地域や社会の支援は十分に行われていない」という問に対する回答者の割合。 

３．  回答者は、子どものいる男女1,244人。 

（備考） 

子育ては社会全体で支える必要がある
次に、子育て世代は、子育てに関する地域や社会の支援状況に対して満足しているのかを見る

と、８割弱が「不十分である」と感じている（第１－２－14表）。特にその割合は男性に比べて、

子育てを中心に行っている女性の方がより大きくなっている。子育ては一義的には家族を中心に

行われるものであるが、家族だけが担うべきものではない。子どもを家族が育み、その家族を地

域社会が支え、さらに企業、地方公共団体および国などの連携の下、社会全体で支えていくこと

が必要であろう。
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高齢化が進展している。健康で元気な高齢者が増える一方で、体力・身体機能の低下に伴

い、介護が必要となる人が増加している。そこで、介護は誰が担っているのだろうか。その

現状を見てみよう。

高齢者のうち、394.3万人（2004年度末）が介護保険制度における要介護者または要支

援者（以下「要介護者」という。）として認定されている。要介護者を誰が介護している場合

が多いのかを見ると、同居している家族などが66.1％、別居している家族などが8.7％、事

業者は13.6％となっており、依然として同居している家族の誰かが介護を担っている場合が

多い（図1）。さらに、同居している家族の誰が介護を担っているかを見ると、配偶者が24.7％

と最も多く、子の配偶者が20.3％、子が18.8％と続いている。

しかし、2001年と2004年のデータを比べると、同居している家族が担っている割合は、

配偶者、子の配偶者、子、いずれにおいても低下している。その一方で、事業者の割合は

9.3％から13.6％に増えており、家族以外の人が介護を担う動きが進んでいることが分かる。

そして、この結果は2000年の介護保険法の施行を契機に、介護サービスの利用も進んでい

ることを示唆していると言えよう。

次に、介護のあり方に対して、社会全体の意識を見てみよう。

「高齢者の医療・介護は、個人や家族の責任でしょうか、国や地方自治体の責任でしょう

か。」と尋ねた結果を見ると、国や自治体の責任と考えている人の割合が6割以上となってお

り、医療や介護は個人や家族だけが担うのではなく、国や自治体、すなわち社会全体で支え

ていくことが望ましいという意識が見て取れる（図2）。

また、高齢者自身の意識を見ると、「望ましい在宅での介護」の状況について、家族だけに

介護されたい人の割合は低下している（図3）。一方、家族における介護に加え、ホームヘル

パーなど外部の者の利用も含めた介護を希望する人の割合が高まっている。

介護は外部化が進展コ ラ ム

図１ 介護者は同居家族が依然として多いものの、低下している 

0.6

要介護者等から見た主な介護者の続柄 

2001 

2004

0 20 40 60 80 100
（％） 

同居  71.1％ 

配偶者 子 子の配偶者 父母 

別居の家族等 その他 

不詳 事業者 その他の親族 

（年） 

25.9

24.7 18.8 20.3 8.7 13.6 6.0 5.6

1.7

19.9 22.5 2.3 7.5 9.3 2.5 9.6

0.4

同居  66.1％ 

厚生労働省「国民生活基礎調査」（2001年、2004年）により作成。 （備考） 
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このように介護の場は、従来の家族だけが担う姿から、外部サービスなどを上手に利用す

る動きが見られる。こうした動きは、介護を担う家族の負担を軽減するとともに、介護され

る人にとっても質の高いサービスの提供を受けることができるなど、介護をする人、される

人双方にとって利点があると考えられ、家族に求められる役割の新しい形とも言えよう。

図２ 介護は国や自治体の責任と考えている人が多い 

介護は国の責任か個人の責任か 

個人や家族の責任 国や自治体の責任 

① 

3.6 7.4 27.1 32.3 28.9 0.7

② ③ ④ ⑤ 無回答 

（％） 
61.2％ 

１． 大阪商業大学比較地域研究所、東京大学社会科学研究所「日本版General Social Surveys
＜JGSS-2003＞」より作成。 

２． 「高齢者の医療・介護は、個人や家族の責任でしょうか、国や地方自治体の責任でしょうか。以下
の尺度（①～⑤）の番号を1つ選んで下さい。」という問に対する回答者の割合。 

３．  回答者は、満20歳から89歳の男女1,957人。 

（備考） 

図３ 介護は家族と外部利用の併用を望む人が多い 

望ましい在宅での介護形態 

1995 
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家族＋外部の者の利用  64.1％ ⇒ 73.3％ 

１．  内閣府「高齢者介護に関する世論調査」（2003年）により作成。 
２． 「仮に、あなたが老後に寝たきりや痴呆になり、介護が必要となった場合に、自宅で介護されるとした
ら、どのような形の介護をされたいですか。この中から1つお答えください。」という問に対する回答者
の割合。 

３．  回答者は、全国の20歳以上の男女3,567人。 

（備考） 
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